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●●●●    バブルバブルバブルバブル崩壊後三回目崩壊後三回目崩壊後三回目崩壊後三回目のののの不況不況不況不況 

 昨年末に実施された大阪同友会の第３３回景況調査の結果がまとまりました（発送数

６２１、有効回答数１９４、回収率３１・２％、回答企業平均従業員数２４・１人、同

資本金額２２８３万円）。 

 環境変化については、前回以上の５７・７％が「最悪不況続く」と回答しています。

業界の今後についても、「悪化」の比率が少し低下したものの７０・２％と高い状態が

続いています。そうした中で、銀行の対応について「悪化」が前回の倍近くになってい

る点が気になります（２０・４→３９・７％）。年末で銀行との接触が多かったことに

よるのかもしれませんが、要注意の数字です。 

 最近の景況調査では、2000 年末から一貫して景気低迷傾向が見られていました。今回

の調査では、さらに悪化が見られ、大阪同友会が定点調査を開始した 1993 年から見る

と、バブル崩壊直後、消費税率引き上げからアジア通貨危機、の不況に次ぐ三度目の不

況期に現在あることを示しています。（表１） 

 

●●●●売上売上売上売上・・・・利益利益利益利益ＤＩＤＩＤＩＤＩはますますはますますはますますはますます悪化悪化悪化悪化 

 景況を示す指標となる売上や利益のＤＩは、実績も予測もますます悪化しています。

昨年一〇～一二月期実績では対前年同期比で、売上が▲１８・４から▲２９・９、利益

が▲２３・６から▲３２・５へと「減少」超幅が拡大し、次期予測値（対前年同期比）

は、売上が▲２６・８から▲３４・１へ、利益が▲２７・２から▲３４・６へと、こち

らも「減少」超幅が拡大しています。 

 採算状況については、結果が前回▲５・２だったのが０になり、「赤字」超幅は減少

したのですが、一方で今年一～三月期の予想は前回の１０・８から▲１３・５へと、一

気に悪化しました。この数字は、これまでの景況調査の中でもっとも悪く、今回の不況

の深刻さを表すものです。（表２、３） 

  

●●●●厳厳厳厳しいしいしいしい状況状況状況状況のののの製造業製造業製造業製造業、、、、建設建設建設建設・・・・不動産不動産不動産不動産 

 業種別ＤＩ値からは、製造業と建設・不動産が厳しい状況にあることが読み取れます。

売上の「減少」超幅は前回調査に比べ、製造業も建設・不動産も数字が大きく悪化して

いる一方、それ以外の業種はほぼ同じレベルをキープしています。売上の減少にともな

って、利益も「減少」超幅が両業種とも悪化していますが、特に建設・不動産では、一

～三月期予想利益の「減少」超幅が五六・一であり、年度末が懸念されます。 

 一〇～一二月期は、各業種とも前回の調査時点での予想値をはるかに下回る結果に終

わっています。さらに、製造業、建設・不動産では一～三月期の予想ＤＩは、今回のＤ

Ｉ値を下回っており、前回より状況が改善するという期待が持てなくなっている様子が



うかがえます。なお、建設・不動産では、青木建設の影響は、直接あると回答したのは

三件だけでしたが、間接的が二八件あり、両方で一五・九％でした。（表１、６） 

 

●●●●経営上経営上経営上経営上のののの悩悩悩悩みとみとみとみと力点力点力点力点・・・・対応策対応策対応策対応策 

 経営上の悩みは、前回とほぼ同じで、上位には「受注量・販売高の減少」（４４・３％）、

「受注単価の大幅ダウン」（４３・３％）、「民間需要の停滞」（３９・７％）となっ

ています。 

 経営上の力点・対応策も、ほぼ前回と同じです。現在実施中では、「営業力の拡大」

（４４・３％）、新規販路・新分野の開拓」（３０・４％）、「経費削減」（２５・３％）

などが上位を占めています。今後新たに実施では、「営業力の拡大」（４０・２％）、

「新規販路・新分野の開拓」（２７・８％）、「新製品・サービス開発」（２３・２％）

が上位にあります。（表７） 

 

●●●●売上売上売上売上・・・・利益利益利益利益のののの増減要因増減要因増減要因増減要因 

 売上増の要因では「営業力強化・拡大」（５０・０％）、「新規販路・新分野の開拓」

（４７・７％）、「社員能力レベルアップ」（３４・１％）、「重要取引先の増加」（２

９・５％）が上位項目ですが、「社員能力レベルアップ」が少し増えています。利益増

加要因では、「営業力強化・拡大」（４８・８％）、「新規販路・新分野の開拓」（３

６・６％）、「コストダウン・生産性アップ」（３１・７％）、「経費削減の強化」（２

９・３％）が上位です。 

 一方、売上減少要因は、「売上単価の低下」（７０・６％）が依然として高く「消費

不況」（５９・８％）、「ダンピング・価格競争激化」（３９・２％）、「不況業種に

つき」（２８・２％）と続きます。利益減少要因では、数字は異なりますが、順番はま

ったく同じです。不況、価格下落の影響が大きいことを示しています。（表４） 

  

●●●●先先先先がががが見見見見えないえないえないえない不況不況不況不況 

 今回のデータを見る限り、景気回復の兆しを見ることはできません。むしろ、年度末

にかけて厳しい見方をしている企業が多いのが実態です。政府の不況対策が進まないな

かで、深刻な事態を迎えつつあります。 

 厳しい経営環境のなかで、企業はそれぞれ努力を続けています。しかし、そうした成

果が見えてくる以前に新たな環境変化（テロ事件、狂牛病、大手倒産等）がまた新たな

課題を投げかけてくる、そんな状況への苦闘が続いている様子が、自由回答からも感じ

られました。 

 

 



 

 

 

 



 

 

 



 

 

 


